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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 6月18日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
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1. 16年 4月期の業績（平成15年 5月 1日～平成16年 4月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 4月期       23,989     1.0         840   △19.0         911    △7.5

15年 4月期       23,747     0.3       1,038    △5.2         984     0.1

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 4月期          435    △7.2         83.43－      5.3     4.8     3.8

15年 4月期          469    △3.9         90.25－      6.1     4.9     4.1

(注 )1.期中平均株式数 16年 4月期      5,075,500株 15年 4月期      5,075,500株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 4月期          10.00          0.00         10.00          50    12.0     0.6

15年 4月期          10.00          0.00         10.00          50    11.1     0.6

(注 )16年 4月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 4月期       18,575       8,231     44.3       1,619.49

15年 4月期       19,793       7,835     39.6       1,541.58

(注 )1.期末発行済株式数 16年 4月期      5,075,500株 15年 4月期      5,075,500株
2.期末自己株式数 16年 4月期 株 株15年 4月期－ －

2. 17年 4月期の業績予想 （平成16年 5月 1日～平成17年 4月30日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        8,480        △480        △260          0.00－ －

通 期       25,250         805         450－          10.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          86円 61銭
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15．財務諸表等 
（１）貸借対照表 

（単位：千円、％） 
前   期 

（平成15年４月30日現在） 

当   期 

（平成16年４月30日現在） 
期 別 

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減額 

（資 産 の 部）    

Ⅰ 流 動 資 産    

 1. 現 金 及 び 預 金  1,690,586 1,685,434  

 2. 受 取 手 形  205,076 92,593  

 3. 売 掛 金  3,296,230 3,161,227  

 4. 製 品  1,226,227 792,814  

 5. 原 材 料  1,714,498 733,827  

 6. 仕 掛 品  426,438 289,654  

 7. 貯 蔵 品  57,129 56,410  

 8. 前 払 費 用  28,984 25,630  

 9. 繰 延 税 金 資 産  104,995 127,325  

10. そ の 他  12,307 17,295  

  貸 倒 引 当 金  △ 3,000 △ 2,800  

流 動 資 産 合 計  8,759,475 44.3 6,979,414 37.6 △ 1,780,060

Ⅱ 固 定 資 産    

 1. 有 形 固 定 資 産    

 (1) 建 物 7,846,481 7,935,716   

   減 価 償 却 累 計 額 4,717,032 3,129,448 4,920,049 3,015,666  

 (2) 構 築 物 868,470 886,377   

   減 価 償 却 累 計 額 652,176 216,293 673,904 212,473  

 (3) 機 械 装 置 12,993,668 14,361,743   

   減 価 償 却 累 計 額 9,627,140 3,366,527 10,333,118 4,028,625  

 (4) 車 輌 運 搬 具 168,231 172,669   

   減 価 償 却 累 計 額 154,819 13,411 155,480 17,189  

 (5) 工 具 器 具 備 品 676,910 712,934   

   減 価 償 却 累 計 額 609,508 67,401 627,204 85,730  

 (6) 土 地  3,192,736 3,192,736  

 (7) 建 設 仮 勘 定  99,939 46,104  

 有形固定資産合計  10,085,759 51.0 10,598,526 57.0 512,766

 2. 無 形 固 定 資 産    

 (1) 借 地 権  243 243  

 (2) ソ フ ト ウ ェ ア  235 409  

 (3) 電 話 加 入 権  9,274 9,274  

 無形固定資産合計  9,752 0.0 9,926 0.1 174

 3. 投資その他の資産    

 (1) 投 資 有 価 証 券  690,656 700,913  

 (2) 関 係 会 社 株 式  10,000 60,000  

 (3) 出 資 金  6,610 6,610  

 (4) 長 期 前 払 費 用  9,830 7,166  

 (5) 繰 延 税 金 資 産  59,139 72,765  

 (6) 会 員 権  77,885 59,885  

 (7) そ の 他  128,467 134,670  

   貸 倒 引 当 金  △ 43,860 △ 46,960  

    関係会社投資損失引当金  ― △ 7,839  

 投資その他の資産合計  938,727 4.7 987,213 5.3 48,485

固 定 資 産 合 計  11,034,240 55.7 11,595,666 62.4 561,426

資 産 合 計  19,793,715 100.0 18,575,081 100.0 △ 1,218,634
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（単位：千円、％） 
前   期 

（平成15年４月30日現在） 

当   期 

（平成16年４月30日現在） 
期 別 

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増減額 

（負 債 の 部）    

Ⅰ 流 動 負 債    

 1. 支 払 手 形  851,969 831,496  

 2. 買 掛 金  297,148 273,483  

 3. 短 期 借 入 金  5,250,000 3,200,000  

 4. １年以内返済予定長期借入金  637,205 620,969  

 5. 未 払 金  860,971 842,908  

 6. 未 払 法 人 税 等  218,837 293,866  

 7. 未 払 消 費 税 等  111,639 63,051  

 8. 未 払 費 用  202,247 197,545  

 9. 預 り 金  18,211 34,325  

10. 前 受 収 益  15,414 12,849  

11. 賞 与 引 当 金  222,532 226,383  

12. 設 備 支 払 手 形  109,769 45,781  

流 動 負 債 合 計  8,795,946 44.4 6,642,661 35.8 △ 2,153,284

Ⅱ 固 定 負 債    

 1. 長 期 借 入 金  2,717,686 3,196,717  

 2. 退 職 給 付 引 当 金  293,390 328,412  

 3. 役員退職慰労引当金  65,224 82,839  

 4. 預 り 保 証 金  85,800 92,727  

固 定 負 債 合 計  3,162,102 16.0 3,700,696 19.9 538,594

負 債 合 計  11,958,048 60.4 10,343,358 55.7 △ 1,614,690

    

（資 本 の 部）    

Ⅰ 資 本 金  543,775 2.7 543,775 2.9 ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金    

 1. 資 本 準 備 金  506,000 506,000  

資 本 剰 余 金 合 計  506,000 2.6 506,000 2.7 ―

Ⅲ 利 益 剰 余 金    

 1. 利 益 準 備 金  135,943 135,943  

 2. 任 意 積 立 金    

 (1) 特 別 償 却 準 備 金 50,214 40,490   

 (2) 別 途 積 立 金 5,950,000 6,000,214 6,370,000 6,410,490  

 3. 当 期 未 処 分 利 益  516,340 479,351  

利 益 剰 余 金 合 計  6,652,497 33.6 7,025,785 37.8 373,288

Ⅳ その他有価証券評価差額金  133,393 0.7 156,161 0.9 22,767

資 本 合 計  7,835,666 39.6 8,231,722 44.3 396,056

負 債 ・ 資 本 合 計  19,793,715 100.0 18,575,081 100.0 △ 1,218,634
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（２）損益計算書 
  （単位：千円、％） 

前   期 

(自 平成14年５月１日至 平成15年４月30日) 
当   期 

(自 平成15年５月１日至 平成16年４月30日) 
期 別 

 

科 目 
金  額 百分比 金  額 百分比 

増減額 増減率

Ⅰ 売 上 高  23,747,652 100.0 23,989,397 100.0 241,744 1.0

Ⅱ 売 上 原 価    

 1. 製品期首たな卸高 1,497,233 1,226,227   

 2. 当期製品製造原価 15,199,846 15,026,410   

 3. 当期製品仕入高 ― 429,672   

  合 計 16,697,079 16,682,310   

 4. 製品他勘定振替高 53,297 51,993   

 5. 製品期末たな卸高 1,226,227 15,417,554 64.9 792,814 15,837,502 66.0 419,947 2.7

売 上 総 利 益  8,330,097 35.1 8,151,894 34.0 △178,203 △2.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 1. 販 売 促 進 費 3,445,819 3,494,602   

 2. 広 告 宣 伝 費 971,024 962,762   

 3. 発 送 配 達 費 785,920 816,103   

 4. 販 売 手 数 料 336,938 286,163   

 5. 保 管 料 150,361 118,257   

 6. 接 待 交 際 費 69,671 66,448   

 7. 旅 費 交 通 費 74,014 71,635   

 8. 給 与 ・ 手 当 436,179 431,087   

 9. 賞 与 127,535 140,166   

10. 役 員 報 酬 185,150 182,530   

11. 賞与引当金繰入額 62,759 63,401   

12. 役員退職慰労引当金繰入額 5,200 17,615   

13. 退 職 給 付 費 用 33,227 35,748   

14. 福 利 厚 生 費 96,555 99,235   

15. 地 代 ・ 家 賃 91,882 94,993   

16. 租 税 公 課 17,743 14,934   

17. 減 価 償 却 費 23,283 21,535   

18. 研 究 開 発 費 107,588 117,001   

19. 雑 費 270,924 7,291,781 30.7 277,179 7,311,400 30.5 19,619 0.3

営 業 利 益  1,038,316 4.4 840,494 3.5 △197,822 △19.1

Ⅳ 営 業 外 収 益    

 1. 受 取 利 息 791 497   

 2. 受 取 配 当 金 4,812 4,956   

 3. 賃 貸 料 120,616 120,936   

 4. 購 買 奨 励 金 26,225 ―   

 5. 手 数 料 収 入  ― 115,943   

 6. そ の 他 79,549 231,995 0.9 76,324 318,659 1.3 86,664 37.4

Ⅴ 営 業 外 費 用    

 1. 支 払 利 息 190,235 158,021   

 2. 賃 貸 資 産 関 係 費 74,019 70,610   

 3. そ の 他 21,157 285,412 1.2 19,064 247,696 1.0 △37,716 △13.2

経 常 利 益  984,899 4.1 911,457 3.8 △73,441 △7.5

Ⅵ 特 別 利 益    

 1. 貸倒引当金戻入益 4,100 200   

 2. 賃 貸 契 約 解 約 金  ― 7,402   

 3. 補 助 金 ― 4,100 0.0 60,000 67,602 0.3 63,502 1,548.8

Ⅶ 特 別 損 失    

 1. 固 定 資 産 売 却 損 161 ―   

 2. 固 定 資 産 除 却 損 13,353 15,018   

 3. 災 害 損 失 ― 11,372   

 4. 会 員 権 評 価 損 25,140 ―   

 5. 投資有価証券評価損 6,308 28,555   

 6. 関係会社投資損失 

引当金繰入額 
― 44,964 0.1 7,839 62,785 0.3 17,821 39.6

税引前当期純利益  944,034 4.0 916,274 3.8 △27,760 △2.9

法人税、住民税及び事業税 482,314 532,221   

法 人 税 等 調 整 額 △ 7,730 474,584 2.0 △ 51,390 480,831 2.0 6,246 1.3

当 期 純 利 益  469,450 2.0 435,443 1.8 △34,007 △7.2

前 期 繰 越 利 益  46,889 43,908  ― 

当 期 未 処 分 利 益  516,340 479,351  △36,988 △7.2
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（３）利益処分案 
（単位：千円） 

前   期 

(自 平成14年５月１日至 平成15年４月30日) 
当   期 

(自 平成15年５月１日至 平成16年４月30日) 
期 別 

 

 

科 目 金 額 金 額 

増減額 

Ⅰ 当期未処分利益 516,340 479,351 △36,988

Ⅱ 任意積立金取崩額  

  特別償却準備金取崩額 9,723 9,723 10,843 10,843 1,119

 合 計 526,063 490,195 △35,868

Ⅲ 利 益 処 分 額  

 1. 配 当 金 50,755 50,755  

 2. 役 員 賞 与 金 11,400 12,000  

  (うち監査役分) (1,150) (1,200)  

 3. 任 意 積 立 金  

 (1) 別 途 積 立 金 420,000 482,155 350,000 412,755 △69,400

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 43,908 77,440 33,531
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重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 関係会社株式 ····················移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

   時価のあるもの···················決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定） 

   時価のないもの···················移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品・仕掛品 ····················総平均法による原価法 

 (2) 原材料 ··························月次総平均法による原価法 

 (3) 貯蔵品 ··························最終仕入原価法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 ····················定率法 ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）については定額

法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物…15～38年 

機械装置…９～12年 

 (2) 無形固定資産 ····················社内における利用可能期間（５年）に基づく 

  （自社利用分ソフトウェア） 定額法 

 (3) 長期前払費用 ····················均等償却 

 

４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 ······················債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 関係会社投資損失引当金···········関係会社に対する投資の損失に備えるため、関

係会社の財政状態等を勘案し、その必要額を計

上しております。 

 (3) 賞与引当金 ······················  従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額

を基準として計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 ··················従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き当期末において発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による按分額を定額法により、

それぞれ発生の翌期から処理することとして

おります。 

 (5) 役員退職慰労引当金 ··············役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員

退職慰労金規程（内規）に基づく期末要支給額

を計上しております。 
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５．リース取引の処理方法···············リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  (1)消費税等の会計処理··············· 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

を採用しております。 

 

注記事項 
（貸借対照表関係） 

１．担保に供している資産 

 前    期 当    期 

 工場財団 

  建物 2,621,956千円 2,548,394千円 

  構築物 173,126千円 177,901千円 

  機械装置 3,366,527千円 4,028,625千円 

  工具器具備品 58,996千円 76,738千円 

  土地 1,111,131千円 1,111,131千円 

  計 7,331,738千円 7,942,792千円 

 その他 

  建物 343,605千円 323,780千円 

  構築物 32,794千円 27,064千円 

  土地 1,242,418千円 1,242,418千円 

  計 1,618,818千円 1,593,263千円 

 上記に対応する債務 

  支払手形 403,356千円 403,367千円 

  短期借入金 4,901,550千円 2,800,000千円 

  １年以内返済予定長期借入金 637,205千円 620,969千円 

  長期借入金 2,717,686千円 3,196,717千円 

  計 8,659,797千円 7,021,053千円 

 

２．授権株式数及び発行済株式総数 

 前    期 当    期 

 授権株式数     普通株式 16,300,000株 16,300,000株 

 発行済株式総数   普通株式 5,075,500株 5,075,500株 

 

３．偶発債務 

（1）下記の会社の金融機関借入金に対して 

   債務保証を行っております。 前    期 当    期 

   ㈱パワーズフジミ 300,000千円 700,000千円 

（2）仕入取引の担保として差し入れた振出手形 101,000千円 101,000千円 

 

４．受取手形割引高 前    期 当    期 

   ― 80,860千円 

 

５．配当制限 

 前    期 当    期 

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に 

  時価を付したことにより増加した純資産額 133,393千円 156,161千円 

 



単－7 

（損益計算書関係） 

１．他勘定への振替高は次のとおりであります。 

 前    期 当    期 

  販売促進費 28,987千円 26,820千円 

  広告宣伝費 18,976千円 18,702千円 

  研究開発費 2,691千円 1,830千円 

  接待交際費 1,529千円 1,399千円 

  雑費 1,111千円 1,339千円 

  営業外費用その他 ― 1,900千円 

  計 53,297千円 51,993千円 

 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。 

 前    期 当    期 

  一般管理費 107,588千円 117,001千円 

  当期製造費用 ― ― 

  計 107,588千円 117,001千円 

 

３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 前    期 当    期 

  車輌運搬具 161千円 ― 

 

４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 前    期 当    期 

  建物 2,761千円 8,030千円 

  構築物 1,920千円 1,358千円 

  機械装置 8,424千円 4,934千円 

  車輌運搬具 9千円 238千円 

  工具器具備品 236千円 455千円 

  計 13,353千円 15,018千円 

 



単－8 

（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
（単位：千円） 

前    期 

(自 平成14年５月１日至 平成15年４月30日) 
当    期 

(自 平成15年５月１日至 平成16年４月30日)  

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却

累計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 

累計額相当額 

期 末 残 高

相 当 額

車 輌 運 搬 具 10,854 6,376 4,478 14,911 8,906 6,005

機 械 装 置 55,538 13,376 42,161 59,034 21,768 37,266

工具器具備品 60,022 39,961 20,060 75,106 26,413 48,692

ソフトウェア 5,697 4,526 1,171 71,940 8,022 63,917

合 計 132,112 64,240 67,871 220,993 65,111 155,881

 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

 前    期 当    期 

  １年内 19,746千円 41,028千円 

  １年超 49,492千円 116,789千円 

  合計 69,238千円 157,817千円 

 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 前    期 当    期 

  支払リース料 25,745千円 36,397千円 

  減価償却費相当額 24,064千円 34,319千円 

  支払利息相当額 1,626千円 2,769千円 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法は利息法により算定しております。 

 

（有価証券関係） 

 ※前期及び当期に係る「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）

については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  前期及び当期 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



単－9 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前    期 当    期 

 （繰延税金資産） 

  賞与引当金 74,826千円 91,458千円 

  未払事業税 17,574千円 22,517千円 

  未払事業所税 470千円 456千円 

  未払社会保険料 10,314千円 10,273千円 

  貸倒損失 1,808千円 1,488千円 

  投資有価証券評価損 8,530千円 20,066千円 

  役員退職慰労引当金 26,350千円 33,467千円 

  退職給付引当金 118,529千円 132,678千円 

  会員権評価損 14,406千円 18,107千円 

  関係会社投資損失引当金 ― 3,167千円 

  貸倒引当金 17,719千円 20,103千円 

   繰延税金資産小計 290,532千円 353,784千円 

  評価性引当額 △ 8,530千円 △ 27,742千円 

   繰延税金資産合計 282,002千円 326,042千円 

 

 （繰延税金負債） 

  特別償却準備金 27,446千円 20,096千円 

  その他有価証券評価差額金 90,421千円 105,854千円 

   繰延税金負債合計 117,867千円 125,950千円 

   繰延税金資産の純額 164,134千円 200,091千円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳 

 前    期 当    期 

  法定実効税率 41.7％ 41.7％ 

  （調整） 

  交際費等永久に損金に参入されない項目 3.2％ 3.2％ 

  留保金課税額 2.7％ 3.6％ 

  住民税均等割額 1.9％ 2.0％ 

  投資有価証券評価損 0.3％ 1.3％ 

  関係会社投資損失引当金繰入額 ― 0.4％ 

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5％ 0.5％ 

  その他 ― △0.2％ 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.3％ 52.5％ 

 



単－10 

（１株当たり情報） 

 前    期 当    期 

 １株当たり純資産額 1,541円58銭 1,619円49銭 

 １株当たり当期純利益 90円25銭 83円43銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載して

おりません。 

 

2. １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前    期 当    期 

 当期純利益 469,450千円 435,443千円 

 普通株主に帰属しない金額 11,400千円 12,000千円 

 （うち利益処分による役員賞与金） 11,400千円 12,000千円 

 普通株式に係る当期純利益 458,050千円 423,443千円 

 普通株式の期中平均株式数 5,075千株 5,075千株 

  

（重要な後発事象） 

 該当する事項はありません。 

 

 

16．役員の異動 
 該当する事項はありません。 


